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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第103期 
第２四半期 
連結累計期間 

第104期 
第２四半期 
連結累計期間 

第103期 

会計期間 
自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日 

自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日 

自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日 

売上高 (百万円) 7,044 7,614 14,362 

経常利益 (百万円) 847 871 1,615 

四半期(当期)純利益 (百万円) 518 535 971 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 148 △302 1,197 

純資産額 (百万円) 41,680 41,919 42,535 

総資産額 (百万円) 45,241 45,307 47,103 

１株当たり四半期(当期)純利
益金額 

(円) 18.70 19.31 35.03 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ─ ─ ─ 

自己資本比率 (％) 92.1 92.5 90.3 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

(百万円) 1,084 288 2,590 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

(百万円) 265 860 △2,810 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

(百万円) △140 △309 △342 

現金及び現金同等物の四半期
末(期末)残高 

(百万円) 4,413 4,524 2,617 

 

 

回次 
第103期 
第２四半期 
連結会計期間 

第104期 
第２四半期 
連結会計期間 

 

会計期間 
自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日 

自  平成23年７月１日 
至  平成23年９月30日 

 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 8.84 6.68  

(注)  １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３ 第103期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第25号 平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 
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２ 【事業の内容】 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社については、日静貿易（上海）有限公司及び日

静減速機製造（常州）有限公司は重要性が増したため、第１四半期連結累計期間より連結の範囲に含め

ております。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連

結子会社）が判断したものであります。 

 

（１）業績の状況 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災以降落ち込んだ生産活動が回復

に向かいつつも、円高の更なる進行や、欧州の財政不安など懸念すべき問題も多く、景気の先行き

は引き続き不透明な状況となっております。 

このような状況の中、当社グループにおいては、本年３月に、３年間の中期経営計画「グローバ

ル・アクション2013」を策定し、その実現に取り組んでまいりました。 

売上高は東日本大震災により一部で影響があったものの、国内外ともに堅調に推移し、当第２四

半期連結累計期間の連結売上高は、7,614百万円（前年同四半期比8.1％増）となりました。 

利益面におきましては、円高、原材料価格の値上がり、労務費等の経費増加がありましたが、売

上高の増加に伴う粗利益の増加等により、営業利益789百万円（同4.0％増）となりました。また、

経常利益は871百万円（同2.9％増）となり、四半期純利益は535百万円（同3.3％増）となりました。 

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①減速機 

国内売上は堅調に推移し、前年同四半期比8.8％増、海外売上もアジア向けの増加により前年同四

半期比19.6％増となり、減速機合計としては5,419百万円（同11.4％増）となりました。 

利益面におきましては、売上高は増加したものの労務費の増加、販売管理費の増加等により、セ

グメント利益581百万円（同2.0％減）となりました。 

②歯車 

国内売上は東日本大震災の影響で自動車用歯車が減少したものの、ロボット用歯車の増加により

前年同四半期比1.4％増となりました。一方、海外売上は北米市場向け電動工具用歯車の減少により

前年同四半期比13.8％減となり、歯車合計としては、2,119百万円（同0.7％増）となりました。 

利益面におきましては、減価償却費等経費の減少により、セグメント利益132百万円（同48.0％

増）となりました。 

③不動産賃貸 

愛知県名古屋市内に賃貸マンション２棟を運営しております。売上高は75百万円（同0.1％増）、

セグメント利益は48百万円（同0.5％減）となりました。 
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（２）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前第２四

半期連結累計期間に比べ、111百万円増加し、4,524百万円となりました。 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりで

あります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、288百万円（前年同四半期比73.4％減）となりました。増加要因

として、税金等調整前四半期純利益870百万円、減価償却費654百万円があり、減少要因として、た

な卸資産の増加額212百万円、仕入債務の減少額595百万円、法人税等の支払額284百万円があります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は、860百万円（同223.6％増）となりました。増加要因として、有

価証券の売却及び償還による収入2,000百万円があり、減少要因として、有形固定資産の取得による

支出650百万円、投資有価証券の取得による支出535百万円があります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、309百万円（同120.9％増）となりました。主に配当金の支払額

305百万円があります。 

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はあり

ません。 

 

（４）研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、204百万円であります。 

なお当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 68,256,300 

計 68,256,300 

 

② 【発行済株式】 

種類 
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年９月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成23年11月14日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 29,194,673 29,194,673 
東京証券取引所 
名古屋証券取引所 
各市場第二部 

単元株式数 
100株 

計 29,194,673 29,194,673 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額 
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 
(百万円) 

平成23年７月１日～ 
平成23年９月30日 

─ 29,194 ─ 3,475 ─ 2,575 
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(6) 【大株主の状況】 

  平成23年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

ブラザー工業株式会社 名古屋市瑞穂区苗代町１５－１ 6,523 22.34 

株式会社ニッセイ 愛知県安城市和泉町井ノ上１－１ 1,460 5.00 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 1,087 3.72 

ニッセイ取引先持株会 愛知県安城市和泉町井ノ上１－１ 993 3.40 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－１１ 992 3.39 

安井 寛子 名古屋市瑞穂区 874 2.99 

住友生命保険相互会社 
（常任代理人日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社） 

東京都中央区築地７－１８－２４ 
（東京都中央区晴海１－８－１１） 

784 2.68 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 620 2.12 

安井 兼義 名古屋市南区 573 1.96 

安井 正治 名古屋市瑞穂区 390 1.33 

計 ― 14,299 48.98 

(注) １ 当第２四半期会計期間末現在における、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の信託業務の株

式数については、当社として把握することはできないため記載しておりません。 

   ２ 株式会社ニッセイの持株数1,460千株は、自己株式であり、会社法第308条第２項により議決権は有し

ておりません。 

   ３ 千株未満を切り捨てて表示しております。 

 

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

   平成23年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ─ ― ─ 

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─ 

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─ 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 1,460,200 

― 単元株式数100株 

完全議決権株式(その他) 普通株式27,709,400 277,094 同上 

単元未満株式 普通株式    25,073 ― ─ 

発行済株式総数      29,194,673 ― ― 

総株主の議決権 ― 277,094 ― 

(注)  「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株含まれております。また、 

    「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数９個が含まれております。 
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② 【自己株式等】 

  平成23年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
株式会社ニッセイ 

愛知県安城市和泉町井ノ
上１番地１ 

1,460,200 ─ 1,460,200 5.00 

計 ― 1,460,200 ─ 1,460,200 5.00 

 

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 
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第４ 【経理の状況】 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 

(平成19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年

７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年

９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビュ

ーを受けております。 

 

 ― 9 ― 



１【四半期連結財務諸表】 
 � �(1) �【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 359 2,032 

受取手形及び売掛金 3,712 3,726 

有価証券 6,057 6,203 

製品 277 333 

仕掛品 1,301 1,379 

原材料及び貯蔵品 324 401 

その他 207 196 

貸倒引当金 △3 △3 

流動資産合計 12,237 14,270 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,039 3,974 

機械装置及び運搬具（純額） 3,466 3,283 

その他（純額） 2,612 2,916 

有形固定資産合計 10,118 10,174 

無形固定資産 41 43 

投資その他の資産   

投資有価証券 21,013 18,124 

その他 3,692 2,699 

貸倒引当金 △0 △5 

投資その他の資産合計 24,706 20,818 

固定資産合計 34,866 31,036 

資産合計 47,103 45,307 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,132 580 

未払法人税等 285 278 

未払費用 891 917 

その他 322 324 

流動負債合計 2,631 2,101 

固定負債   

退職給付引当金 593 447 

役員退職慰労引当金 114 115 

繰延税金負債 1,199 694 

その他 29 28 

固定負債合計 1,937 1,285 

負債合計 4,568 3,387 
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,475 3,475 

資本剰余金 2,575 2,575 

利益剰余金 35,714 35,942 

自己株式 △1,283 △1,283 

株主資本合計 40,481 40,709 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,137 1,289 

為替換算調整勘定 △84 △78 

その他の包括利益累計額合計 2,053 1,210 

純資産合計 42,535 41,919 

負債純資産合計 47,103 45,307 
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 (2) �【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
 �【四半期連結損益計算書】 

 �【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
（自 �平成22年４月１日 

 � � � �至 �平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 �平成23年４月１日 

 � � � �至 �平成23年９月30日） 

売上高 7,044 7,614 

売上原価 5,025 5,361 

売上総利益 2,019 2,252 

販売費及び一般管理費   

従業員給料 322 356 

その他 938 1,106 

販売費及び一般管理費合計 1,261 1,463 

営業利益 758 789 

営業外収益   

受取利息 91 65 

受取配当金 45 74 

物品売却益 41 50 

その他 6 11 

営業外収益合計 185 202 

営業外費用   

支払利息 1 0 

売上割引 32 35 

為替差損 45 43 

デリバティブ評価損 7 30 

デリバティブ費用 8 5 

その他 1 4 

営業外費用合計 96 120 

経常利益 847 871 

特別利益   

固定資産売却益 － 0 

特別利益合計 － 0 

特別損失   

固定資産除却損 1 1 

その他 0 0 

特別損失合計 2 1 

税金等調整前四半期純利益 845 870 

法人税、住民税及び事業税 10 281 

法人税等調整額 315 52 

法人税等合計 326 334 

少数株主損益調整前四半期純利益 518 535 

四半期純利益 518 535 
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  【四半期連結包括利益計算書】 
  【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 �平成22年４月１日 

 � �至 �平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 �平成23年４月１日 
 � �至 �平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 518 535 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △360 △848 

為替換算調整勘定 △9 10 

その他の包括利益合計 △370 △838 

四半期包括利益 148 △302 

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 148 △302 

少数株主に係る四半期包括利益 － － 
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 (3) �【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 �平成22年４月１日 
 � �至 �平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 �平成23年４月１日 
 � �至 �平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 845 870 

減価償却費 644 654 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △204 △146 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 5 

受取利息及び受取配当金 △136 △140 

支払利息 1 0 

固定資産売却損益（△は益） － 0 

固定資産除却損 1 1 

売上債権の増減額（△は増加） △600 △17 

たな卸資産の増減額（△は増加） 108 △212 

仕入債務の増減額（△は減少） 298 △595 

その他の流動負債の増減額（△は減少） △66 30 

その他 41 △54 

小計 934 397 

利息及び配当金の受取額 136 171 

利息の支払額 △1 △0 

法人税等の支払額 △18 △284 

法人税等の還付額 32 5 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,084 288 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却及び償還による収入 3,099 2,000 

有形固定資産の取得による支出 △236 △650 

有形固定資産の売却による収入 － 0 

無形固定資産の取得による支出 △0 △9 

投資有価証券の取得による支出 △3,396 △535 

投資有価証券の売却及び償還による収入 800 50 

貸付けによる支出 △0 △1 

貸付金の回収による収入 0 5 

投資活動によるキャッシュ・フロー 265 860 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △1 △4 

自己株式の売却による収入 － 0 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

配当金の支払額 △138 △305 

財務活動によるキャッシュ・フロー △140 △309 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12 10 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,198 849 

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少） － 1,056 

現金及び現金同等物の期首残高 3,215 2,617 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  4,413 ※  4,524 
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

（連結の範囲の重要な変更） 

第１四半期連結会計期間より、日静貿易(上海)有限公司及び日静減速機製造(常州)有限公司は重要性が増した

ため、連結の範囲に含めております。 

 

【追加情報】 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成23年４月１日 
  至  平成23年９月30日) 

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用) 

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日)を適用しております。 

 

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

該当事項はありません。 

 

(四半期連結損益計算書関係) 

該当事項はありません。 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との 

   関係は下記のとおりであります。 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自  平成22年４月１日 
  至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成23年４月１日 
  至  平成23年９月30日) 

現金及び預金勘定 406百万円 2,032百万円 

有価証券勘定 9,183百万円 6,203百万円 

計 9,590百万円 8,236百万円 

取得日から償還日までの期間が３ヶ月
を超える債券等 

△5,177百万円 △3,711百万円 

現金及び現金同等物 4,413百万円 4,524百万円 
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(株主資本等関係) 

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自平成22年４月１日 至平成22年９月30日) 

 １ 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年５月13日 
取締役会 

普通株式 138 5 平成22年３月31日 平成22年６月１日 利益剰余金 

 ２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連

結会計期間末後となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年10月28日 
取締役会 

普通株式 194 7 平成22年９月30日 平成22年11月25日 利益剰余金 

 

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自平成23年４月１日 至平成23年９月30日) 

 １ 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年５月11日 
取締役会 

普通株式 305 11 平成23年３月31日 平成23年６月１日 利益剰余金 

 ２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連

結会計期間末後となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年10月26日 
取締役会 

普通株式 277 10 平成23年９月30日 平成23年11月25日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自平成22年４月１日  至平成22年９月30日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

    (単位：百万円) 

 減速機 歯車 不動産賃貸 合計 

売上高     

  外部顧客への売上高 4,865 2,104 74 7,044 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

0 － 3 3 

計 4,865 2,104 78 7,048 

セグメント利益 593 89 48 731 

 

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容(差異調整に関する事項) 

 (単位：百万円) 

利益 金額 

報告セグメント計 731 

セグメント間取引消去 △2 

全社費用(注) △2 

売上割引 32 

四半期連結損益計算書の営業利益 758 

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 
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Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自平成23年４月１日  至平成23年９月30日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

    (単位：百万円) 

 減速機 歯車 不動産賃貸 合計 

売上高     

  外部顧客への売上高 5,419 2,119 75 7,614 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

－ － 3 3 

計 5,419 2,119 78 7,617 

セグメント利益 581 132 48 762 

 

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容(差異調整に関する事項) 

 (単位：百万円) 

利益 金額 

報告セグメント計 762 

全社費用(注) △8 

売上割引 35 

四半期連結損益計算書の営業利益 789 

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

 

(金融商品関係) 

  金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著 

 しい変動がありません。 

(有価証券関係) 

  有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著 

 しい変動がありません。 

(デリバティブ取引関係) 

  デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著 

 しい変動がありません。 

(企業結合等関係) 

  該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
  至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
  至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 18円70銭 19円31銭 

（算定上の基礎）   

 四半期純利益金額（百万円） 518 535 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

 普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 518 535 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 27,734 27,734 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 

 

２ 【その他】 

平成23年10月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）配当金の総額 277百万円 

（ロ）１株当たりの金額 10円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成23年11月25日 

(注)  平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

 平成23年11月７日 

株式会社ニッセイ 

 取締役会 御中 

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士    中    村    誠    一    ㊞ 

 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士    内    山    隆    夫    ㊞ 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられて
いる株式会社ニッセイの平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の第２四半
期連結会計期間(平成２３年７月１日から平成２３年９月３０日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成
２３年４月１日から平成２３年９月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借
対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及
び注記について四半期レビューを行った。 
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
 
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニッセイ及び連結子会社
の平成２３年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成
績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい
て認められなかった。 
 
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

以  上 
 
 
(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 




